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１．事象概要（１／２）

（１）事象発生の日時
令和２年１月２５日 １５時４４分
（１８７ｋＶ母線保護継電装置動作）

（２）事象発生の設備
１８７ｋＶガス絶縁開閉装置

（３）事象発生時の運転状況
１号機 廃止措置中
２号機 平成３０年５月２３日運転終了

（第２３回定期検査中）
３号機 第１５回定期検査中

（４）事象発生の状況
１月２５日１５時４４分、伊方発電所

１、２号機の屋内開閉所（管理区域外）
において、１８７ｋＶ母線連絡遮断器を
動作させる保護継電装置（ブスタイリレー）の取替え終了後の確認作業で起動変圧器２号を系統
切替えするため甲母線断路器を操作しようとしたところ、１８７ｋＶ母線保護継電器（以下、
「１８７ｋＶ母線保護リレー」という。）が動作し、乙母線に接続されている１８７ｋＶ送電線
４回線全ての遮断器が開放して受電が停止した。
このため、１、２号機は直ちに６６ｋＶの予備系統から受電した。また、３号機は直ちに起動

した非常用ディーゼル発電機から受電し、その後、５００ｋＶ送電線からの受電に切替えた。こ
れにより、１、２号機および３号機ともに外部からの受電は復旧した。

図１ 所内電源系統図
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１．事象概要（２／２）

（５）事象発生箇所の特定
事象発生後の現場確認の結果、１８７ｋＶ送電線４回線のうち、１回線から受電する電路の一

部に設備故障があることを確認した。
このため、当該電路の切り離しを実施し、１月２７日１７時１３分、当該電路を含む１回線を

除く３回線から受電して、１８７ｋＶ送電線からの所内電源を確保した。

ａ．事象発生時の系統状態 ｂ．事象発生箇所特定後の系統状態

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧器
２号

起動変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

１号機へ
（廃止）

３号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

切替

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

切替

遮断器(開放)

断路器(開放)

遮断器(投入)

断路器(投入)

【凡例】

保護リレー動作により
開放した遮断器

事象発生箇所

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧器
２号

起動変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

（１号機へ）

１号機
（廃止）

３号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

健全性確認範囲

故障箇所

※健全性確認範囲以外は、原因調査のため、
　 設備停止を継続

図２ 事象発生前後の１８７ｋＶ送電系統状態



２．事象発生時の原子炉施設への影響（１／４）
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事象
発生直後
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発生前
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自動

自動

自動

自動

手動

手動
切替自動

手動

亀浦配電線等 亀浦配電線等 亀浦配電線等 亀浦配電線等

（１）電源確保状況
事象発生時における１号機、２号機および３号機の電源確保状況について、適切に外部電源お

よび非常用電源が確保※されており、問題がなかったことを確認した。

図３ 事象発生時の所内電源系統状況

※常用の外部電源が喪失した場合は、自動で予備の外部電源に切替わり、予備の外部電源が使用できない場
合は、非常用ディーゼル発電機から自動で受電するよう設計している。
今回、３号機については、試験のため１８７ｋＶから受電していたことから、事象発生に伴いＤＧから自
動で受電した。５００ｋＶは待機状態としていたことから、その後速やかに５００ｋＶに手動で切替えを
行った。
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２．事象発生時の原子炉施設への影響（２／４）
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（２）３号機の使用済燃料冷却再開までの対応について
事象発生後、非常用ディーゼル発電機の自動起動、受電、使用済燃料ピット冷却に必要な補機

の自動起動など、設計通り動作していることを確認した後に、現場で使用済燃料ピットポンプを
起動することにより使用済燃料ピットの冷却を再開しており、手順通りの対応を実施した。

１８７ｋＶ送電線からの受電停止

安全系母線低電圧信号により
非常用ディーゼル発電機が自動起動し受電

使用済燃料ピットの冷却等に必
要な海水ポンプ※１、原子炉補
機冷却水ポンプ※２等の補機が
順次自動起動

補機が正常に自動起動したか、
起動に失敗していないか、正常
に運転しているかを中央、現場
で順次確認

現場でラインアップを実施した
上で、使用済燃料ピットポンプ
※３を手動起動し、使用済燃料
ピットの冷却を再開

使用済燃料ピットの温度が低下
傾向にあることを確認

図４ 事象発生から使用済燃料ピット冷却再開までの対応 図５ 使用済燃料ピット水浄化冷却系等

(０秒)

(約１０秒)

(約２分)

(約４３分)

５００ｋＶ送電線から受電

(約７分)

非常用ディーゼル発電機から
５００ｋＶ送電線へ負荷切替

(約２７分)

非常用ディーゼル
発電機を停止

(約４１分)

※１

※２

※３



２．事象発生時の原子炉施設への影響（３／４）
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（３）燃料冷却状況について
非常用高圧母線の停電から使用済燃料ピットの冷却を再開するまでの温度上昇は最大１．１℃

（３号機Ａピット）であり、通常運転における温度変化の範囲であったこと、また保安規定に定
める使用済燃料ピットの温度に係る制限値６５℃に対して十分な余裕※があったことから、使用
済燃料の冷却状態に問題はなかった。また、２、３号機とも使用済燃料ピットの水位に有意な変
動はなかった。

号機
燃料種別

１号機 ２号機
３号機

Ａピット Ｂピット
ウラン燃料
（照射済）

― ３１６ ８４８ ６３５

ＭＯＸ
燃料

照射済 ― ― １６ ―

新燃料 ― ― ５ ―

表１ 使用済燃料ピットの燃料貯蔵体数

号機
時系列

２号機
３号機

Ａピット Ｂピット
事象発生前
(15時時点)

１６．７ ３３．０ ３２．３

事象収束後
(19時時点)

１６．９ ３３．８ ３３．２

上記期間の最高値 １６．９ ３４．１ ３３．３

表２ 事象発生時の使用済燃料ピット水温 ［℃］

［体］

※評価上６５℃までの到達時間は、約２０時間
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1/18 1/20 1/22 1/24 1/26 1/28 1/30 2/1

温
度

［
℃

］

25

30

35

40

1/25 12:00 1/26 0:00 1/26 12:00

温
度

［
℃

］

使⽤済燃料ピットＡ温度
使⽤済燃料ピットＢ温度

15:44 受電停⽌(冷却停⽌)

16:27 ポンプ起動(冷却再開)

制限値︓65℃

２．事象発生時の原子炉施設への影響（４／４）
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図６ 使用済燃料ピット温度

ａ．３号機 ｂ．２号機
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（１）作業内容および手順
当該試験に伴う電源系統切替作業については、「四国電力株式会社 系統運用指針」等の社内規

定に従い、関係箇所で協議の上、作業計画を策定し、一指令ごとに一操作を行い、その都度確認
を行う操作指令により実施していた。

３．事象発生時の作業状況（１／２）
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本店 伊方発電所

中央給電指令所 運転担当部署 保修担当部署

作業計画
段階

作業実施
段階

図７ 系統切替作業に係る組織および作業フロー

作業内容検討

計画策定

操作表作成

作業内容検討
要領書制定

計画立案

内容確認

作業打合せ作業打合せ

操作表に基づく指令 切替え操作
方向試験

試験準備

「一指令一操作」により実施

協議

要求

通知

打合せ打合せ

指令

報告

連絡

連絡

※

※ 起動変圧器２号の系統切替え指令時に事象発生



３．事象発生時の作業状況（２／２）
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（２）電源系統の状況
当該試験に伴う電源系統構成については、方向試験※のための制約があるなかで、各号機に必

要な非常用ディーゼル発電機および空冷式非常用発電装置を確保しており、外部電源系統の事故
に対して電源の多様性を確保していた。

※１８７ｋＶ母線連絡遮断器の保護リレー取替え後の健全性確認試験として、当該遮断器に対して一方向か
ら所定の負荷電流を流し、保護リレーへの入力状態に問題がないことを確認する試験。
今回の試験では、廃止に伴い１、２号機の所内負荷が少なかったことから、３号機負荷も接続。

１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動変圧器
２号

起動変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

１号機へ
（廃止）

３号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

遮断器
(開放)

断路器
(開放)

遮断器
(投入)

断路器
(投入)

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

甲母線からの受電

乙母線からの受電

大洲変電所

１８７ｋＶ母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動変圧器
２号

起動変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

１号機へ
（廃止）

３号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

甲母線からの受電

乙母線からの受電

大洲変電所

※乙母線から甲母線への電流方向

※

【凡例】

図８ 試験時の系統構成

ａ．方向試験実施前の系統構成 ｂ．方向試験における系統構成



9４．現地調査結果

○発電用原子炉施設および環境への影響について、問題なかったことを確認し、現地にて断路器
内部を確認した結果、以下の状況を確認した。

・ユニット内に分解ガスによるフッ素化合物（白粉）の堆積

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸に黒色の炭化痕跡（相間短絡発生を推定）

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸周辺の導体にも相間短絡による損傷

・相間短絡発生部位周辺の絶縁スペーサ、ユニット内、導体に相間短絡時の溶融物の飛散

伊方南幹線２号線ユニット

伊方南幹線１号線ユニット

母線連絡ユニット

起動変圧器１号ユニット

２号機関係
ユニット

母線ユニット

甲母線

乙母線

事象発生箇所

主変圧器１号ユニット

炭化痕跡

Ｖ相

主変圧器1号ユニットより
導体接続部

母線着脱ブロック

主変圧器1号ユニットより

甲母線

乙母線

伊方南幹線１号線
ユニット

乙母線導体（V相）

乙母線導体（Ｗ相）

乙母線導体（Ｕ相）

断路器の絶縁操作軸

フッ素化合物の堆積

開放

伊方南幹線１号線乙母線断路器ユニット

１、２号機ガス絶縁開閉装置全体概要図
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５．製造、点検履歴等調査結果（１／２）

表３ 断路器の製造履歴記録

項 目 判定基準 試験記録 

構造検査 異常のないこと 良 

開閉試験 

手動開閉 

試験 
支障なく開閉できること 良 

開閉特性 

試験 
確実に動作すること 良 

連続開閉 

試験 

制御電圧が定格値、最高

値、最低値の条件で開閉

できること 

良 

抵抗測定 

試験 

Ｕ相 
30μΩ 

（設計値+20%以下） 
28.0μΩ 

Ｖ相 
28μΩ 

（設計値+20%以下） 
27.0μΩ 

Ｗ相 
26μΩ 

（設計値+20%以下） 
26.0μΩ 

商用周波耐電圧試験 
定格ガス圧値で試験電圧 

を印加し耐えること 
良 

実施時期 断路器点検実績 断路器点検内容 

平成３１年度 

（今回） 
今回点検なし  ― 

平成３０年度 

（前回） 
点検実施 

・外観点検 

・絶縁抵抗測定 

・ユニット外操作機構の点検、注油 

・開閉試験 他 

（参考） 保全計画に基づく点検頻度：１回／３年 

表４ 点検履歴調査結果

○設計思想および保守方針

当該断路器の導電部、絶縁部、接触部等は、すべてガ
スを封入したユニット内に密閉され、外部雰囲気の影響
を遮断しているために長期間劣化せず、耐環境性に優れ
ていることから信頼性の高い装置となっている。

これら断路器ユニットの点検については、メーカ推奨
に基づき定期的に開閉試験、絶縁抵抗測定、機構部の注
油等を実施している。また、断路器ユニット内部につい
ては、長期的に劣化が無いことから開放点検、部分放電
等の設備診断についてはこれまで実施していない。

○調査結果

当該断路器に係る製造履歴、点検履歴および運転履歴
（操作実績）について、記録等を確認した。

・製造履歴：製造時の試験記録より、電気規格調査会
標準規格に基づく試験の判定基準を満足

・点検履歴：保全計画に従って、計画通り保守点検を
実施しており異常はなかった

・運転履歴：メーカ動作確認回数である10,000回を十
分に下回り（約350回)、直前の操作実績
も問題がないことを確認
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５．製造、点検履歴等調査結果（２／２）

・１月２２日「切」→「入」操作実施 （事象発生時と同様の操作：「投入」操作）
・１月２３日「入」→「切」操作実施 （事象発生時と逆の操作 ：「開放」操作）
・１月２５日１５：４２「切」→「入」操作実施 （事象発生時：「投入」操作）

注）１月２５日１５：４４に事象発生 （断路器の操作はしていない）

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧器
２号

起動変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

１号機へ
（廃止）

３号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

切替

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

切替

遮断器(開放)

断路器(開放)

遮断器(投入)

断路器(投入)

【凡例】

保護リレー動作により
開放した遮断器

事象発生箇所

図９ 断路器操作実績（事象発生時の系統状態）

１月２５日の操作

15:41 伊方北幹線１号線乙母線断路器「入」

15:41 伊方北幹線１号線甲母線断路器「切」

15:42 伊方南幹線１号線乙母線断路器「入」

15:43 伊方南幹線１号線甲母線断路器「切」
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６．調査結果（まとめ）

本事象を踏まえ、当該断路器の調査および他の断路器の内部確認を実施した。
また、試験用系統構成、手順等の評価を実施した。

「７．当該断路器の調査」

現地および工場での状況調査結果から、本事象に至った相間短絡を発
生させる要因について、要因分析図を作成し、これに基づき詳細調査
を実施した。

13 18～

「８．他の断路器の内部確認」

系統状態を変えずに点検可能な他の断路器（当該断路器以外の３台）
について、現地で開放点検を実施した。

・・・

「９．試験用系統構成、手順等の評価」

本事象を踏まえて、今回の試験用系統構成、手順等の評価および更
なるリスク低減に係る検討を実施した。

19・・・

20 22～・・・



13
７．当該断路器の調査結果（１／６）

【絶縁操作軸相間短絡に係る詳細調査】

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸相間短絡を発生させた要因となる「電界異常」「絶縁性能異常」
の２つの因子について、要因分析を実施した。

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合部に損耗および嵌合部の山頂部
付近に、機械的な衝撃で発生する擦過痕の確認、ならびに次頁の確認結果から、「異物の付
着」により相間短絡が発生した可能性があることを確認した。

Ｖ相側

Ｗ相側

約６mm

約８mm

ａ

ＡＢ

絶縁スペーサ
可動接触子

固定接触子

主母線方向

シールド

絶縁操作軸
（対地）

絶縁スペーサ

絶縁操作軸
（相間）

主母線方向

ＡＢ

ｂ

Ｕ相

Ｖ相

Ｗ相

可動接触子

ｂ部擦過痕ａ部擦過痕

①絶縁
   操作軸

②埋金

嵌合部

③可動接触子
導体

V相

W相

U相

③

②

①

損耗部
損耗部 健全部健全部

健全部健全部

健全部健全部

損耗部

図１０ 断路器ユニット内部構造および確認結果
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７．当該断路器の調査結果（２／６）

【絶縁操作軸相間短絡に係る詳細調査「異物の付着」】

・相間短絡が発生したＶ相－Ｗ相間絶縁操作軸と健全なＷ相－Ｕ相間絶縁操作軸の表面汚損分
析をした結果、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸において、絶縁操作軸の上部埋金（アルミ合金）と
可動接触子（銅）の金属成分ならびにＳＦ６ガスの分解による成分を顕著に検出した。

・断路器ユニット内部より採取した異物を確認した結果、放電に伴い発生する溶融金属以外の
箔状の金属（最大で約４ｍｍ）を採取した。成分分析した結果、絶縁操作軸の上部埋金（ア
ルミ合金）と可動接触子（銅）の金属成分を検出した。

表５ 表面汚損分析の主な結果 表６ 採取物の拡大観察結果

採
取
物
全
景

金
属
箔

（
分
解
生
成
物
除
去
後
）

試 料
試験項目

Ｖ相－Ｗ相間
絶縁操作軸

Ｗ相－Ｕ相間
絶縁操作軸

ｐＨ 4.28 4.28

電導度 （μｓ／ｃｍ） 11.94 5.50

等価塩分汚損密度 （ｍｇ／ｃｍ２） 0.0061 0.0015

Ｆ－ （μｇ／ｃｍ２） 4.04 0.81

Ｃｕ２＋ （μｇ／ｃｍ２） 3.22 0.21

Ａｌ３＋ （μｇ／ｃｍ２） 6.72 0.60

 

箔状の金属

5mm
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７．当該断路器の調査結果（３／６）

【絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部損耗に係る詳細調査（まとめ）】

・異物発生の可能性を確認した「Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子の嵌合
部損耗」の要因となる「機械的な摩耗」「熱による溶損」の２つの因子について、更なる要
因分析を実施した。

・「機械的な摩耗」および「熱による溶損」の要因となる「嵌合部周辺からの熱影響」につい
ては、外観確認および製造履歴確認等から、異常がないことを確認した。一方、表７のとお
り、「ギャップ放電の発熱」が要因となって、Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可
動接触子の嵌合部損耗（溶損）が発生した可能性があることを確認した。

Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金
観察結果

観察箇所 電子顕微鏡（ＳＥＭ）画像

Ａ
（
損
耗
部
）

Ｃ
（
健
全
部
）

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金は、機械的に
損傷しない谷間（全２４箇所）を含め均一に損耗
しており、山径、谷径ともに健全部より小さく
なっていることを確認した。

・電子顕微鏡（ＳＥＭ）にて上部埋金の損耗部の金
属表面を確認した結果、熱影響により表面が溶融
していることを確認した。

・Ｖ相可動接触子の表面観察結果においても、同様
に熱溶融による痕跡を確認したため、嵌合部にお
ける「ギャップ放電の発熱」より損耗（溶損）が
発生した可能性があることを確認した。

Ｂ

（
境
界
部
）

参

考

表７ Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金の表面観察

上部埋金切断箇所
表面観察点

Ａ
Ｂ

熱溶融の痕跡 機械加工面

 

Ｃ

熱溶融の痕跡 放電加工の
金属表面



駆動
種別

全体構造図
絶縁操作軸および可動接触子部分の詳細図

投入状態 開放状態

母線形

絶縁
操作軸
垂直形

線路形

絶縁
操作軸
水平形
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７．当該断路器の調査結果（４／６）

V相

埋
金

W・U相

埋金

可動
接触子

自重による接触Ｆ 

埋金

可動
接触子

自重による接触

Ｅ

Ｅ Ｆ

埋金

埋金

絶縁操作軸

V相

埋金

C 

D 

D

C 

平面図

立面図

動作

【絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部損耗に係る詳細調査「ギャップ放電の発熱➀」】

・嵌合部の非接触状態継続有無の確認を実施し、開放状態において、絶縁操作軸の上部埋金と
可動接触子の非接触状態が継続する可能性を確認した（下図 Ｃ 部）。

Ｖ相

Ｗ相

Ｕ相

開放

固定接触子

導体
（送電線側）

絶縁操作軸
埋金

可動接触子

投入

開放

固定接触子

可動接触子

絶縁操作軸
埋金

導体（遮断器側）

側面図

投入

Ｖ相Ｗ相Ｕ相

立面図

固定接触子
（接地）
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７．当該断路器の調査結果（５／６）

図１１ 嵌合部の非接触状態の継続確認結果

動作開始 動作停止
①V相嵌合部

②W相嵌合部（上部）

③W相嵌合部（下部）

④U相嵌合部（上部）

⑥V相-W相間

⑦W相-U相間

⑧U相-操作装置間

動作行程

⑤U相嵌合部（下部）

V相

W相

①

U相

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧絶
縁

操
作

軸
ね

じ
り

ひ
ず

み

投入

開放

開放動作

瞬時的非接触状態

接触状態

継続的非接触状態

【通常操作時】

【手動操作時】

【通常操作時】(摩擦力が小さくなるように調整)

瞬時的非接触状態が多数回発生

接触状態

【絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部損耗に係る詳細調査「ギャップ放電の発熱②」】

・絶縁操作軸と可動接触子間が非接触状態となり、隙間で放電現象が発生する可能性について、
当該断路器と同型式の断路器を用いた実動作試験によって検証した。

・検証の結果、可動接触子の摩擦力が小さい場合に瞬時的な非接触状態が多数回発生し、開放
動作終了後において非接触状態が継続する可能性があることを確認した。

・操作装置による通常開放操作では継続的な非接触状態を確認できなかったが、手動での微調
整によって、継続的な非接触状態が再現することを確認した。
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７．当該断路器の調査結果（６／６）

図１２ 嵌合部の放電有無検証試験結果

【試験条件】
・正規品の可動接触子と絶縁操作軸を使用
・印加電圧 ：交流187kV （実効値）
・開閉状態 ：開放
・ガス圧力 ：SF6ガス 0.6MPa

放電痕

・通常状態の断路器表面において部分放電診断することで状態監視可能

・断路器開放点検時にフッ素化合物の有無を目視確認することで状態監視可能

印加電圧の位相信号

部分放電の様相

部分放電に対する状態監視方法

放電痕

【絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部損耗に係る詳細調査「ギャップ放電の発熱③」】

・当該断路器と同型式の供試体の絶縁操作軸の上部埋金と可動接触子を手動により非接触状態
とし、主回路に１８７ｋＶを印加した結果、部分放電が発生することを確認した。

・課電した状態で部分放電が継続することを確認し、放電後の嵌合部状態を観察した結果、一
部白色化（フッ素化合物の付着）していることを確認した。

・可動接触子と絶縁操作軸の埋金の嵌合部に放電が継続した場合に、本事象と同等の損耗にか
かる時間を算出した結果、２００日程度であることを確認した。
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８．他の断路器の内部確認結果

〇系統状態を変えずに点検可能な断路器３台について、現地にて開放点検を実施し、内部確認し
た結果、以下のとおり異常はなかった。

・Ｖ相可動接触子上部の嵌合部に放電痕跡、損耗はなかった。

・Ｖ相－Ｗ相間絶縁操作軸の上部埋金とＶ相可動接触子とは接触状態（テスターによる導通確
認）であることを確認した。

・導体表面やユニット底部等にフッ素化合物やその他異物の存在はなかった。

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

大洲変電所

起動変圧器
２号

主変圧器
１号

予備変圧器
３号

伊方
南幹線
１号線

伊方
南幹線
２号線

伊方
北幹線
１号線

伊方
北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動変圧器
１号

遮断器

断路器

【凡例】

確認対象

事象発生
断路器 ➀ ②

③

表８ 断路器内部確認結果

図１３ 断路器内部確認対象断路器
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９．試験用系統構成、手順等の評価（１／３）

〇３号機所内負荷の切替時期および試験用負荷の使用に係る更なるリスク検討

・３号機所内負荷の切替時期は、１８７ｋＶ片母線接続前後のいずれにおいても、機器故障発
生確率の観点では定性的に有意な差はなく、故障発生時の影響度の観点でも、故障の発生箇
所によっては、それぞれ一長一短あり、一概にどちらが有用とは言えない。

・試験用負荷について、仮設備（模擬負荷）の使用を検討した結果、ケーブル敷設・接続作業
等に伴う電気事故・作業安全上のリスクを伴うものの、ＴＢＭ（作業前ミーティング）－Ｋ
Ｙ（危険予知）の充実等によるリスク低減を図ることにより、有効な手段のひとつである。

・今回の１８７ｋＶブスタイ保護リレーの方向試験において、例えば仮設備（模擬負荷）を使
用する等により、３号機所内負荷を試験系統構成から切り離すことで、１～３号機所内電源
が同時に停電することはなかった。

・１～３号機所内電源の同時停電を回避する手段の検討など、過去の実績にとらわれることな
く、試験の都度、原子力安全に係るリスクについて、より幅広い観点から特定、分析評価す
ることが重要である。

〇今回の試験系統構成、手順等の評価結果

今回の方向試験の計画にあたっては、関係部門において必要な系統構成の立案を行うととも
に、原子力安全に係るリスクを最小化するために実施時期の選定、天候条件の考慮など、想定
されるリスクの特定、分析評価を行い、試験中止条件の設定、万が一のトラブルを想定した外
部電源、非常用電源の電源確保対策など、リスクを緩和するための必要な措置を講じていた。

更なるリスク低減に係る検討結果



表９ ３号機所内負荷切替時期による試験系統の影響評価※

 

                    系統状態 

評価項目 

３号機所内負荷切替時期 

１８７ｋＶ４回線片母線へ接続前に切替え 

（今回のケース） 
１８７ｋＶ４回線片母線へ接続後に切替え 

故
障
確
率 

１８７ｋＶ片母線受電時間による故障確率 
〇 

試験時のみ 

△ 

試験時に加え３号機所内負荷を 

１８７ｋＶ側へ切替える時間を含む 

方向試験時の機器故障率 
〇 

方向試験に要する時間は同じ 

〇 

方向試験に要する時間は同じ 

一連の操作を踏まえた機器故障発生確率 
〇 

最小限の操作回数 

〇 

最小限の操作回数 

故
障
発
生
時
の
影
響
度 

保護対策 

事故範囲の 

局所化 

〇 

保護リレーによる適切な保護対策 

〇 

保護リレーによる適切な保護対策 

バックアップ

電源 

〇 

外部電源、非常用電源 

〇 

外部電源、非常用電源 

１８７ｋＶ乙母線事故 

（送電線はすべて乙母線接続） 

１、２号機 
× 

１８７ｋＶ母線停止 

× 

１８７ｋＶ母線停止 

３号機 
× 

１８７ｋＶ母線停止 

〇 

５００ｋＶ送電線より受電継続 

１８７ｋＶ送電線２回線事故 

（送電線はすべて乙母線接続） 

１、２号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線残りの２回線維持 

〇 

１８７ｋＶ送電線残りの２回線維持 

３号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線残りの２回線維持 

〇 

５００ｋＶ送電線より受電継続 

５００ｋＶ母線事故 

または 

送電線２回線事故 

１、２号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線より受電継続 

〇 

１８７ｋＶ送電線より受電継続 

３号機 
〇 

１８７ｋＶ送電線より受電継続 

× 

５００ｋＶ母線または送電線２回線停止 

21
９．試験用系統構成、手順等の評価（２／３）

※系統内の送電線、母線、断路器等の機器故障率は、一定との前提で評価を実施
故障発生時の影響度は、所内負荷停電（＝使用済燃料冷却設備の停止）の有無で評価
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〇リスク低減への対応

・本事象において、１～３号機所内電源が数秒間同時停電したことを踏まえ、今回の１８７ｋＶ
ブスタイ保護リレーの試験再開にあたっては、模擬負荷を使用し、３号機の所内負荷を接続し
ない試験系統構成にて実施する。

・また、保護リレーの方向試験を実施する場合、最適な系統構成、負荷の状況は、各プラント状
態に大きく依存することから、過去の方向試験の状況と必ずしも同じとは限らない。

・従って、過去の実績にとらわれることなく、試験の都度、原子力安全に係るリスクについて、
より幅広い観点から、特定、分析評価することが重要である。

・今後実施する保護リレーの方向試験においては、試験の都度、今回の再分析・評価を踏まえた
より幅広い観点から検討を実施する。また、必要に応じ、確率論的リスク評価等のリスク情報
を活用するとともに、関係する主任技術者も含めた意思決定を行う。

・なお、現在当社では、発電所のマネジメントに対し、今回の事例のようにリスク情報を活用し
た意思決定を導入するための活動を推進している。

９．試験用系統構成、手順等の評価（３／３）
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10．推定原因

○調査結果から本事象に至った相間短絡を発生させる要因分析を実施した結果、以下のメカニズム
により本事象に至ったものと推定した。

 

①非接触状態の継続／嵌合部の隙間拡大 ②金属くずの発生 ③金属くずの付着 ④相間短絡 

推
定 メ

カ
ニ
ズ
ム 

・断路器の開放位置にお

いて、絶縁操作軸の埋

金と可動接触子の嵌合

部が非接触となる状態

が継続 

・数カ月間以上、絶縁操

作軸の埋金と可動接触

子の嵌合部の非接触状

態が継続し、放電溶融

により損耗し、嵌合部隙

間が拡大 

・嵌合厚さが薄くなったこ

とから動作時の嵌合部

の擦れによって金属くず

が発生 

・発生した金属くずが

絶縁操作軸または導

体表面に付着 

・高電界部に付着した

金属くずを起点にＶ相

-Ｗ相間で短絡が発

生 

概 

要 

図 

V相 可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

埋金

嵌合部の非接触状態が継続

可動接触子

埋金

絶縁操作軸

埋金

 

V相 可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

嵌合部損耗

埋金

放電溶融により損耗し、

隙間が拡大

絶縁操作軸

 

V相 可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

埋金

金属くず

金属くずが発生

絶縁操作軸

 

 

 

V相

W相

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

金属くずが付着

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

絶縁操作軸

 

 

 

 

V相

W相

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

可動接触子

導体

（送電線側）

埋金

相間で短絡が発生

 

 

観
察
事
実 

・絶縁操作軸の埋金と可動接触子の嵌合部が損耗 

・電子顕微鏡観察によって、金属溶融の様相を確認 

・損耗した嵌合部の山頂

部に擦過痕を確認 

・ユニット内から絶縁操作

軸埋金および可動接触

子に使用されている金

属の箔状の異物を採取 

・絶縁操作軸の表面汚

損分析の結果、絶縁

操作軸の埋金および

可動接触子に使用さ

れている金属成分が

他の絶縁操作軸に比

べて多いことを確認 

・絶縁操作軸表面の炭

化痕跡を確認 
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11．対策

〇推定原因を踏まえて、伊方南幹線１号線乙母線断路器の相間短絡事象に対する伊方発電所における
再発防止対策および他の断路器に対する対策を以下のとおり実施する。

・当該断路器の絶縁操作軸、可動接触子等の損傷（溶損）した部品については、新品に取り替えた。
なお、１８７ｋＶガス絶縁開閉装置のすべての断路器については、ギャップ放電の発熱による溶
融が進展していないことを、内部ガス分析、部分放電診断および内部異物診断により確認した。
さらに、構造が異なる３号機のガス絶縁開閉装置（５００ｋＶ、１８７ｋＶ）の断路器について
も、部分放電診断および内部異物診断を行い、異常がないことを確認した。

・本事象を踏まえて、同一構造および使用状態が同じ断路器１３台（うち１台は確認済）について
計画的に断路器ユニットの内部開放点検を行い異常がないことを確認する。

・当該断路器ならびに同一構造および使用状態が同じ断路器（計１４台）について、今後も引き続
き部分放電診断、内部異物診断を定期的に実施し状態監視を強化する。断路器については、恒常
的な対策について検討していく。

〇「９．試験用系統構成、手順等の評価」を踏まえて、１～３号機の所内負荷が数秒間同時に停電し
たことから、今回の１８７ｋＶブスタイ保護リレーの試験再開にあたっては、３号機の所内負荷を
接続しない試験系統構成（模擬負荷使用）にて実施する。

〇今後実施する保護リレーの方向試験においては、リスク低減に係る取り組みを実施する。
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12．具体的な対策内容（１／２）

〇対策対象範囲

１８７ｋＶガス絶縁開閉装置のうち、断路器
（接地開閉器等を含む）について、当該断路器と
同一構造等であるものを対策対象範囲とする。

〇現状確認

現状に異常がないことを確認するため、内部確
認対象の断路器（１３台）について、計画的に断
路器の内部開放点検を行い、嵌合部の外観および
フッ素化合物の有無を確認する。

〇状態監視強化

放電の発生有無を監視するため、当該断路器お
よび対策対象断路器（計１４台）について、部分
放電診断および内部異物診断※による内部診断を
行い、監視強化を行う。

・内部開放点検終了まで：１回／週
・内部開放点検終了後 ：点検結果により策定

※ 部分放電診断:嵌合部のギャップ放電の有無を確認

内部異物診断:嵌合部の損傷に伴い発生する金属異物の
有無を確認

１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動
変圧器

２号

主変圧器
１号

予備
変圧器

３号

伊方
南幹線
１号線

伊方
南幹線
２号線

伊方
北幹線
１号線

伊方
北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動
変圧器

１号

大洲変電所

計器用
変圧器

計器用
変圧器

対策対象（１４台）
断路器／
接地開閉器

遮断器

【凡例】

対策不要
断路器／
接地開閉器

事象発生
断路器

確認済

内部異物診断（イメージ）部分放電診断（イメージ）

受信機

検出部
（アンテナ）

検出部
（振動センサ）

受信機
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12．具体的な対策内容（２／２）

〇１８７ｋＶブスタイ保護リレー試験

今回の１８７ｋＶブスタイ保護リレーの試験再開にあたっては、模擬負荷を使用し、３号機の所
内負荷を接続しない試験系統構成にて実施する。

 

 

 
 

 

 
   

 
 

 

 

     

 

  

  

 

  
  

 

    

 

 
 

 

 
   

 
 

 

 

     

 

    

  

    
    

  

 

 

      

 

187kV送電線 66kV送電線

起動
変圧器

２号
所内変圧器

３号

主変圧器
３号

予備変圧器
３号

予備
変圧器

500kV送電線

DG
3A

DG
２A

DG
２B

３号
発電機

待機中待機中待機中
※２

※２　１台は点検中の場合あり

伊方３号機 伊方１、２号機

空冷
EG

待機中 待機中

DG
３B

空冷
EG

待機中

遮断器(開放)

遮断器(投入)

【凡例】

起動
変圧器

１号

待機中
※２

甲母線

乙母線

空冷
EG

対策対象（１４台）
断路器／
接地開閉器

※１　甲、乙母線それぞれに設置
 (７台×２母線＝１４台)

模擬
負荷

※１

※１

非常用
高圧母線３Ｃ

非常用
高圧母線３Ｄ

非常用
高圧母線２Ｃ

非常用
高圧母線２Ｄ

非常用
高圧母線１Ｃ

非常用
高圧母線１Ｄ３号機の所内負荷は

５００ｋV側より受電
※３

※３　常用高圧母線に接続する場合あり

 
 

  
  

 

亀浦
配電線

１～３号機
非常用

高圧母線へ

G

※１

待機中



13．対象断路器の内部確認状況（１／３）

〇実施状況

５月２０日時点、対策対象である断路器（当該断路
器を除く）１３台のうち１１台の内部確認が終了した。

その結果、伊方南幹線２号線乙母線断路器（下図中
⑱）※１のＶ相嵌合部および可動接触子等に微量の粉を
確認した（図１４）ため、詳細確認を実施した。

また、伊方北幹線１号線乙母線断路器（下図中⑯）
のＵ相導体表面等に微量の粉を確認したため、同様に
詳細確認を実施中である。

その他の断路器９台については異常は無かった。

粉を確認

断路器　構造図

V相

W相

可動接触子

導体（送電線側）

U相

埋金

絶縁操作軸

写真A
写真A

断路器　開放写真

注：本写真は、工場での開放写真

写真Ａ

粉を確認

写真Ｂ

Ｖ相嵌合部

Ｗ相可動接触子

Ｗ相－Ｕ相
絶縁操作軸

写真B

写真B

図１４ 伊方南幹線２号線乙母線断路器 内部確認結果
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１８７ｋＶ
母線

伊方発電所

甲母線

乙母線

起動
変圧器２号

主変圧器
１号

予備
変圧器３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

伊方北幹線
２号線

主変圧器
２号

起動
変圧器１号

遮断器

断路器/接地開閉器
（対策要）

【凡例】

① ② ③ ④

⑥ ⑧ ⑨

⑩ ⑪

⑳ ㉑

⑬ ⑭

⑤

⑫

大洲変電所

⑦

㉒
計器用
変圧器

計器用
変圧器

⑯ ⑲⑮ ⑱

㉓ ㉔

⑰

㉘㉗㉖㉕

断路器/接地開閉器
（対策不要）

未実施

実施済み

故障した
当該断路器

※１
伊方南幹線２号線停止前に実施した内部診断（3月30日実施）において、
本断路器（下図中⑱）は部分放電信号を検知していた。



13．対象断路器の内部確認状況（２／３）

〇伊方南幹線２号線乙母線断路器の詳細確認結果等

・工場にて伊方南幹線２号線乙母線断路器を分解した結果、Ｖ相－Ｗ相絶縁操作軸およびＷ相－Ｕ相
絶縁操作軸の上部嵌合部に粉（成分分析結果：放電に伴い発生するフッ素化合物）を確認した。寸
法測定の結果全て公差内であったが健全部と比べ微量の損耗（山部：約0.02mm）を確認した。

・また、伊方南幹線２号線停止前に検知された部分放電信号を分析した結果、ギャップ放電に伴う放
電の様相（放電電荷量が多く、電圧ゼロ位相付近で放電）を示すものであることを確認した。

・以上より、故障した当該断路器と同様に嵌合部で非接触状態が継続したことによって放電が発生し
ていたことを確認した。また、損耗量より数日程度の放電による損耗であると推定した。

・伊方南幹線２号線乙母線断路器については、損耗が見られた絶縁操作軸等の部品交換を行った。
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断路器　構造図

V相

W相

U相

Ａ部

Ｂ部

Ｃ部

Ｄ部

Ｖ相－Ｗ相絶縁操作軸
上部嵌合部（Ａ部）

Ｖ相－Ｗ相絶縁操作軸
下部嵌合部（Ｂ部）

Ｗ相－Ｕ相絶縁操作軸
上部嵌合部（Ｃ部）

Ｗ相－Ｕ相絶縁操作軸
下部嵌合部（Ｄ部）

ギャップ
放電

その他
（ボイド／クラック，
自由金属異物など）

10,000

1,000

100

10

1

放
電

電
荷

量
（
pC

）  電圧ゼロ位相を中心に発生

 放電電荷量が他の放電に
比べて大きい

電圧

位相

 

損耗部

健全部

約
６
ｍ
ｍ

損耗部

健全部

約
６
ｍ
ｍ



13．対象断路器の内部確認状況（３／３）

○内部確認状況等（まとめ）

・現地の内部確認により、伊方南幹線２号線乙母線断路器の嵌合部等で微量の粉を確認すると
ともに、成分分析により、ギャップ放電に伴い発生するフッ化物であることを確認した。嵌
合部の損耗は微量であり、寸法も公差内であった。

・伊方南幹線２号線乙母線断路器については、内部開放点検前の部分放電診断にて信号を検知
するとともに、検知した信号の分析によりギャップ放電による信号であることを確認した。

・伊方北幹線１号線乙母線断路器においても、導体表面等で微量の粉を確認したため、断路器
を分解し詳細確認を実施するとともに、部品交換を行う。

・内部確認未実施の残り２台の断路器について、現地内部確認を迅速かつ確実に進めていく。
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○更なる監視強化

・１週間に１回の断続的な内部診断に加え、更なる監視強化として、ギャップ放電の発生有無を
トレースできるよう、部分放電診断については常時計測・常時記録に計測方法を変更している。

・更に、対象断路器１３台全ての内部確認終了後も、引き続き部分放電信号を常時計測すること
により、ギャップ放電有無を早期に発見し、適切に対処していく。



参 考 資 料
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参考１．伊方発電所 所内電源系統概要図

空冷式非常用発電装置（空冷EG）

亀浦配電線

非常用ディーゼル発電機（DG）

伊方発電所 所内電源系統 概要図
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187kV送電線 66kV送電線

G

主変圧器 起動変圧器

G所内変圧器

主変圧器

予備変圧器

G

主変圧器

予備
変圧器

500kV送電線

DG
3A

DG
２A

DG
２B

３号発電機

２号発電機 １号発電機

伊方３号機 伊方１，２号機

空冷
EG

空冷
EG

DG
３B

空冷
EG

非常用高圧母線３Ｃ 非常用高圧母線３Ｄ 非常用高圧母線２Ｃ 非常用高圧母線２Ｄ 非常用高圧母線１Ｃ 非常用高圧母線１Ｄ

１～３号機
非常用高圧母線へ

 

 

 

 

空冷
EG

【屋内開閉所】

３号機
非常用高圧母線へ

１，２号機
非常用高圧母線へ

号機間連絡ケーブル

亀浦配電線
(6.6kV)

6,200kW 6,200kW

1,460kW 1,460kW

1,460kW3,600kW 3,600kW 1,460kW

※図に示す常設電源設備の他に
　 可搬型の電源車(交流用：300kVA、
　 直流用：75kVA)を配備 
 
※青字は、非常用ＤＧ以外に
　 設置している非常用電源設備

非常用ガスタービン発電機建屋

※概要図に非常用電源設備に加え、非常用ガスタービン発電機
（4,800kW)の設置工事を実施中
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参考２．屋内開閉所（１８７ｋＶ母線設置場所） 概要図

１８７ｋＶ母線

甲母線

乙母線

起動変
圧器２号

主変圧器
１号

２号機へ
（定検中）

予備変圧器
３号

伊方南幹線
１号線

伊方南幹線
２号線

伊方北幹線
１号線

１８７ｋＶ送電線

主変圧器
２号

発電機
２号

１号機へ
（廃止中）

起動変圧器
１号

発電機
１号

（廃止中）

ＧＧ Ｇ

発電機
３号

伊方北幹線
２号線

【屋内開閉所】

５００ｋＶ送電線
断路器

遮断器

1号 2号
3号

タービン建屋

原子炉
補助建屋

原子 炉建屋

3号炉
原子炉格納

施設

1号炉
原子炉格納

施設

2号炉
原子炉格納

施設

原子 炉

補助 建家

原子 炉

補助 建家

タ
ー
ビ
ン
建
家

屋
内
開
閉
所

187kVガス絶縁
開閉装置

N

伊方発電所 所内電源系統 概要図

屋内開閉所の位置

伊方発電所 平面図
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参考３．屋内開閉所内 概要図

甲母線

乙母線

Ａ視

Ｂ視

伊方南幹線１号線

約16m

約２ｍ

C視

D視

乙母線

甲母線

伊方南幹線１号線

甲母線

乙母線 Ｅ視

断路器ユニット

開放して点検

甲母線

乙母線

屋内開閉所内 ガス絶縁開閉装置 配置（イメージ）

Ａ視 Ｂ視

Ｃ視 Ｄ視 Ｅ視
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参考４．断路器の構造概要

③可動接触子

固定接触子

主母線方向

シールド

絶縁操作軸
（対地）

絶縁スペーサ

主母線方向

Ｕ相

Ｖ相

Ｗ相

③可動接触子

②絶縁操作軸
（相間）

絶縁スペーサ

Ｖ相側

Ｗ相側

①絶縁
   操作軸

②埋金

嵌合部 ③可動接触子
導体

V相

W相

U相

③

①

伊方南幹線１号線乙母線断路器内部
【事象発生断路器】

Ｆ視

Ｆ視
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参考５．断路器の動作概要
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約10m

約11m

気中断路器（パンタグラフ形）

母線、断路部が気中にあり、環境影響を受けやすい。
ガス絶縁開閉装置の断路器と比べサイズ、スペースとも大。
定期的に碍子の清掃等保守が必要。
充電部が露出しており、作業性も悪い。

③可動接触子

固定接触子

主母線方向

シールド

絶縁操作軸
（対地）

絶縁スペーサ

主母線方向

母線
断路部
（開放）

ガス絶縁開閉装置 断路器気中断路器

母線、断路部が六フッ化硫黄（SF６）ガスを封入したタンク内に密閉され、外部雰囲気
の影響を受けない。

気中断路器と比べ省スペース化。
内部機器については開放点検は不要。
充電部の露出なしで安全。

母線

断路部（開放）

参考６．断路器の比較

断路器ユニット

甲母線

乙母線

⇒ 気中断路器と比べ信頼性が高い装置

断路部
（投入）

36



参考図１ 絶縁操作軸の相間短絡に対する要因分析図

参考７．要因分析図（１／２）

現地および工場確認結果から絶縁操作軸相間短絡至った相間短絡を発生させた要因となる「電
界異常」「絶縁性能異常」の２つの因子について、要因分析を実施した。

事　象 調査項目 判定

絶縁性能異常

断路器の電界設計に不備があると、電界異常となり
相間短絡が発生

絶縁操作軸
相間短絡

×

×

△

×

×

×製造不良

・外観確認
・寸法測定

・電界／絶縁設計確認
・工場試験報告書確認

・雷撃履歴確認

絶縁操作軸に材料不良があると、絶縁性能が低下
し、相間短絡が発生

絶縁操作軸の絶縁設計に不備があると、絶縁が破
壊され、相間短絡が発生

異物が付着して絶縁操作軸などに付着すると電界
異常、絶縁性能異常となり、相間短絡が発生

雷などの過大な異常電圧の侵入があると、相間短
絡が発生

×

・外観確認
・表面汚損分析
・採取異物の分析

要　　　因

異常電圧の侵入

断路器の構成部品に過大な外力が加わり、変形・
損傷すると、電界異常となり、相間短絡が発生

構成部品に製造上の形状不良があると、電界異常
となり相間短絡が発生

絶縁設計不良

電界設計不良電界異常

異物の付着

変形・損傷

・寸法測定

×

要因の可能性となる現象

・電界／絶縁設計確認
・工場試験報告書確認

絶縁材料不良
・寸法測定
・外観確認

・ガス圧力確認
・ガス純度測定
・ガス中水分測定

ＳＦ６ガス異常
ガス圧力、純度が低下、規定値以上の水分が混入
すると、絶縁性能が低下し相間短絡が発生
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参考図２ 絶縁操作軸の埋金と可動接触子嵌合部損耗に対する要因分析図

参考８．要因分析図（２／２）

絶縁操作軸相間短絡に対する要因分析において、異物の付着の可能性を確認し、その発生要因と
なる「機械的な摩耗」「熱による溶損」の２つの因子について、更なる要因分析を実施した。

事　象 調査項目 判定要　　　因 要因の可能性となる現象

・工場試験報告書確認
・設計強度評価

ギャップ放電
による発熱

・製造履歴確認
・開閉操作状況確認
・操作装置特性確認

・製造履歴確認
・外観確認

機械的な
摩耗

絶縁操作軸と可動接触子の部品間違い、取付方向
間違い、取付位置不良があれば、動作時の荷重の
増大、嵌合部の強度不足となり損傷

×
操作装置

（電動機）からの
過大応力

・外観確認、表面観察
・非接触状態の継続確認
・嵌合部の放電確認
・溶融時間計算

△
絶縁操作軸埋金と可動接触子の嵌合部が、非接触
状態となり、その状態が継続すると 絶縁操作軸の
埋金と可動接触子の嵌合部で放電が発生し溶損

絶縁操作軸の埋金
と可動接触子
嵌合部損耗

設計強度不足

×
・外観確認
・表面観察
・製造履歴確認

嵌合部周辺
からの熱影響

熱による
溶損

組立不良に
よる強度不足

他の部位の発熱により、絶縁操作軸と可動接触子
の嵌合部の温度が上昇し溶損

電動機から通常の操作荷重を超える異常操作荷重
が印加されると、嵌合部が損傷

×

・製造履歴確認
・材料分析
・硬度測定、寸法測定

×
製造不良に

よる強度不足

絶縁操作軸または可動接触子の加工・材料不良が
あれば、動作荷重に対する嵌合部の強度が不足と
なり損傷

絶縁操作軸または可動接触子の嵌合部に設計的な
強度不足があれば、動作時の荷重により嵌合部が
損傷

×
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○伊方南幹線２号線乙母線断路器の部分放電診断状況

・事象発生後の１月２５日以降３月２５日までの間、計７回の部分放電診断を実施していたが、その間、部分放電
の発生を示す信号は検知されなかった。

・３月３０日内部開放点検前に部分放電診断を実施したところ、部分放電を示す信号を検知した。１月２５日から
３月３０日まで断路器を操作していないことから、部分放電状況が変化した原因について工場にて調査を実施し
た。

○工場調査結果

・伊方南幹線２号線乙母線断路器（嵌合部にフッ素化合物
が付着状態）について、絶縁操作軸および可動接触子に
外力（ゴムハンマーによる衝撃）を与えた結果、工具等
が接触した程度の外力（約１Ｇ、瞬時）で、嵌合部の非
接触状態が継続することを確認した。

・健全な断路器にて検証した結果、固定接触子からの反力
を受ける断路器投入状態では非接触状態とはならず、可
動接触子が固定されていない断路器開放状態では瞬間的
には非接触状態となることを確認した（非接触状態の継
続は無し）。

・以上のことから、故障した断路器と同一構造および使用
状態が同じ伊方南幹線２号線乙母線断路器については、
過去に数日程度の部分放電が発生し、可動接触子と絶縁
操作軸の嵌合部にフッ素化合物が付着していたことから、
３月２５日以降に振動等によって嵌合部が非接触状態と
なり、その状態が継続したことでギャップ放電が生じ、
部分放電信号が検知されたものと推定した。

ゴムハンマーで外力を与えた
各相に加わる外力および
非接触状態の有無を測定

参考９．伊方南幹線２号線乙母線断路器の部分放電診断状況

断路器
断路器の

状態
非接触状態
継続の有無

健全な断路器

投入
無し

（１～３０Ｇの外力で確認）

開放
無し（瞬間的な非接触有り）
（１～３０Ｇの外力で確認）

伊方南幹線２号線
乙母線断路器

開放
有り

（約１Ｇ程度の外力で継続）

図 外力による非接触状態の継続有無調査結果

39


